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本稿では, 学校危機管理の重責を担う管理職の能力向上を企図する研修の在り方を検討するため, 彼らの経験や意識に
関する質問紙調査を基に分析を試みた。 得られた知見から次の点を指摘することができる。
第 1 に, 児童・ 生徒の 「問題行動」 や 「学校事故」 に関する危機経験率が相対的に高く, これらの事象に対する危機管
理の優先度が高いと考えられる。 教職員の 「服務」 や学校全体に関わる 「業務妨害」 などの危機管理は, 影響の大きさを
考慮した対応が必要であると考えられる。
第 2 に, 小学校では 「学習活動」 などの学校内, 中学校では 「暴力行為」 などの生徒指導, 高校では 「部活動」 や 「交
通」 などの課外や学校外での危機経験率が相対的に高く, 危機管理の優先度が高いと考えられる。
第 3 に, 「児童 ・ 生徒に関わる危機」 は危機経験率が相対的に高く, 「危機管理に対する自信」 と 「研修の必要性」 も高
く認識する傾向にある。 他方, 「教職員に関わる危機」 と 「学校全体に関わる危機」 は危機経験率が低いことで 「危機管
理の自信」 に乏しく, 「研修の必要性」 を高く認識する傾向にあると考えられる。
第 4 に, 危機経験率を踏まえるとともに, 校種の特性やニーズに応じた危機管理に関する管理職研修の強化が求められ
る . 
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もの心身の健康を守り, 安全 ・ 安心を確保するために学
校全体と しての取組を進めるための方策について」
(2008) においても, 「学校は, 心身の成長発達段階にあ
る子どもが集い, 人と人との触れ合いにより, 人格の形
成をしていく場であり, 子どもが生き生きと学び, 運動
などの活動を行う ためには, 学校という場において, 子
どもの健康や安全の確保が保障されることが不可欠の前
提となる」' ) と指摘されている。





(2006) では, 危機管理を 「人々の生命や心身などに危




ントと事後の危機対応であるクライ シス ・ マネジメ ント
がある。 坂田(2016) は, 事故発生の予防としてのリス




2017年 3 月には, 栃木県那須町において登山訓練中の
高校生らが雪崩に巻き込まれて8 人が死亡する事故が発
生した。 事故に関する検証委員会がまとめた最終報告書





の方策が求められ, 下地 (2017) が指摘するように, 研
修を通しての教職員の危機管理に対する知識や実践力の
向上を図る必要がある5)。
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さらに, 阪根 (2016) らは, 「市町村教育長が最も重
視する職務遂行能力は 『危機管理能力』 であり, 危機管




一方で, 文部科学省 (2016) の調査においては, 学校
における危機管理体制の中核となる教職員として, 副校








とに関して, 廣嶋ら (2015) は, 管理職として小さな事
案にも丁寧に対応し, 常に危機管理意識を持つ重要性を

































単数校種勤務者のうち, 小学校82人, 中学校85人, 高














































計 196 78 5656 
2 調査項目・ 内容




質問した。 また, 加害 ・ 被害の全てについて, 「A 児童・ 
生徒に関わる危機」 及び 「C 学校全体に関わる危機」
に関しては, 死亡や重傷といった比較的規模の大きい事
案に対応した経験の有無, 「B 教職員に関わる危機」 に
関しては, 懲戒処分を伴う事案の発生状況に基づく回答
を求めた。
表 2 に示すとおり, 危機経験の場面を3 つの大分類か
らなる30項目を設定した。 大分類 「A 児童 ・ 生徒に関
わる危機」 には, 5 つの中分類を設定した。 「①学校事
故」 は 「学習活動」 「特別活動」 「部活動」 「その他」, 
「②安全」 は 「交通」 「不審者」, 「③健康」 は 「感染症」
「給食」 「薬物」, 「④問題行動」 は 「暴力行為」 「いじめ」
「自傷」 「その他」, 「⑤犯罪」 は 「凶悪犯罪」 「粗暴犯罪」
「その他」 に区分した。
また, 大分類 「B 教職員に関わる危機」 には, 2 つ
の中分類を設定した。「①服務」 は 「体罰」 「交通問題」
「セクハラ」 「その他」, 「②管理」 は 「公金管理」 「情報
管理」 「健康管理」 に区分した。
さらに, 大分類 「C 学校全体に関わる危機」 には, 
4 つの中分類を設定した。「①災害対応」 は 「警報対応」
「避難所運営」, 「②業務妨害」 は 「脅追」 「不当要求」, 
「③対外トラブル」 は 「保護者トラブル」 「地域トラブル」, 
そして 「④メディ ア」 に区分した。
加えて, 上記の中分類ごとに, 「危機管理に対する自





















交通 登下校中の交通事故②安全 不審者 不審者による殺傷, 略取等
感染症 新型インフルエンザ, 胃腸炎等の集団感染
③健康 給食 食中毒, アレルギーによるアナフイラキシ一等
薬物 薬物乱用
暴力行為 校内暴力(生徒間, 対教職員) 
いじめ いじめによる諸問題, ネッ ト上の誹謗中傷④問題行動 自傷 自殺企図
その他 家出, 行方不明, 被虐待等
凶悪犯罪 殺人, 強盗, 放火, 強姦












































































個人情報の不適切な取扱 (紛失・ 流出・ 漏洩) 
バーンアウト, 精神疾患による休退職




脅迫 脅迫電話等②業務妨害 不当要求 不当要求, 過剰クレーム等による居座り
③対外 保護者トラブル 訴訟等の重大トラブル
トラブル 地域トラブル 訴訟等の重大トラブル









信」 と 「研修の必要性」 について, 「1 . まったく ない」
から 「5 . 大いにある」 までの5件法での回答を求めた。 
3 分析の方法
表 1 に示したとおり, 単数校種勤務者の勤務年数と複
数校種勤務者の各校種における実際の勤務年数を合算し, 




次に, 総経験件数と総勤務年数に基づいて, 1 年間当
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たりの危機経験の確率 (以下, 危機経験率) を校種別に
算出して比較を行った。 危機経験率の算出方法は, 総経
験件数÷総勤務年数 x 100とした。 調査項目別の危機経




表示にと どめることと した。 また, 「表4 危機管理に
対する自信」 と 「表5 研修の必要性」 については, 単
数校種勤務者のみの集計と した。 
當 山 清 実 小 川 雄 太
習活動に直接及ぶという点において, 優先度の高い危機































表3-1 に示すとおり, 「①学校事故」 の危機経験率に
ついては, 授業中 (運動, 実習) や校外活動中の事故を
含む 「学習活動5.8%」 と 「部活動5.5%」 が相対的に高
い結果となった。 「②安全」 については, 登下校中の
「交通5.3%」 が相対的に高い結果となった。 「③健康」
については, 新型イ ンフルエンザや胃腸炎などの 「感染
症3.1%」 が相対的に高い結果となった。 「④問題行動」
については, 校内暴力 (生徒間, 対教職員) などの 「暴
力行為6.6%」, いじめによる諸問題やネット上の誹諾中
傷を含む 「いじめ5.5%」 が相対的に高い結果となった。 
「⑤犯罪」 については, 窃盗, 器物損壊などを含む 「そ
の他6.4%」 が相対的に高い結果となった。
以上の結果から, 「A 児童 ・ 生徒に関わる危機」 につ
いては, 特に 「④問題行動」 の 「暴力行為」 や 「⑤犯罪」
の 「その他」 に関する危機経験率が相対的に高い点を踏






結果となった。 「②管理」 については, バーンアウトや
精神疾患による休退職などを含む教職員の 「健康管理
4.5%」 が相対的に高い結果となった。
以上の結果から, 「B 教職員に関わる危機」 について
は, 心身の 「健康管理」 に関する影響が児童・ 生徒の学
表3-1 A児童・ 生徒に関わる危機経験率
⑤犯罪④問題行動①学校事故 ②安全 ③健康



































































































































































































































全体 5. 8% 1. 1% 5. 5% 1. 8% 5. 3% 0. 2% 3. 1% 1. 4% 0. 7% 6. 6% 5. 5% . 4% 3. 6% 0. 6% 2. 8% 6. 4%




校種 体罰 交通 セクハラ その他 公金 情報 健康 




































































































































































































































小学校では, 「A 児童 ・ 生徒に関わる危機」 における
「①学校事故」 の 「学習活動4.9%」, 「②安全」 の 「交通
3.2%」, 「③健康」 の 「感染症3.4%」, 「④問題行動」 の
「いじめ4.1 %」 の危機経験率が相対的に高い結果となっ
た。 「B 教職員に関わる危機」 においては, 「②管理」
の 「健康管理3.4%」 が相対的に高く, 「C 学校全体に関
わる危機」 においては, 「①災害対応」 の 「避難所運営
1.3%」 が相対的に高い結果となった。
したがって, 小学校においては, 「A 児童 ・ 生徒に関
わる危機」 における 「①学校事故」 の 「学習活動」 や
「④問題行動」 の 「いじめ」 などの学校内で発生が想定
される危機, つまり, 日常の学校生活における危機管理




中学校では, 「A 児童 ・ 生徒に関わる危機」 における
「①学校事故」 の 「部活動8.2%」, 「②安全」 の 「交通5.4 
%」, 「④問題行動」 の 「暴力行為11.7%」 と 「いじめ6.9 
%」, 「⑤犯罪」 の「粗暴犯罪5.3%」 と 「その他10.4%」
の危機経験率が相対的に高い結果となった。「B 教職員
に関わる危機」 においては, 「①服務」 の 「体罰3.2%」, 
「②管理」 の 「情報管理1.3%」 が相対的に高く, 「C 学
校全体に関わる危機」 においては, 「②業務妨害」 の
「不当要求1.9%」 と 「④メディア1.5%」 が相対的に高い
結果となった。
したがって, 中学校においては, 「A 児童 ・ 生徒に関
わる危機」 における 「④問題行動」 の 「暴力行為」, 「い
じめ」 をはじめとする学校内外における生徒指導に関連
した危機管理の優先度が高いと考えられる。 独立行政法




い 「①学校事故」 の 「学習活動」 や 「部活動」, 「⑤犯罪」






高校では, 「A 児童 ・ 生徒に関わる危機」 における
「①学校事故」 の 「学習活動7.5%」, 「部活動12.2%」, 
「②安全」 の 「交通12.4%」 の危機経験率が高い結果と
なった。 「B 教職員に関わる危機」 においては, 「①服
務」 の 「体罰2.9%」 と 「②管理」 の 「健康管理7.3%」
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が相対的に高く, 「C 学校全体に関わる危機」 において
は, 「②業務妨害」 の 「不当要求2.1%」 が相対的に高い
結果となった。
したがって, 高校においては, 「①学校事故」 の 「部





法人日本スポーツ振興センタ (ー2016) は, 高校生の運
転する自転車と車との衝突事故が目立つことを指摘して
いる'5)。 通学時の安全においては, 地域や保護者の協力
を得ることも必要であり'6), 連携・ 協力体制づく りを含
む管理職研修を実施することが求められる。 
3 「危機管理に対する自信」 と 「研修の必要性」
(1) 全体的な傾向
表 4 に示すとおり, 「危機管理に対する自信」 につい
て, 「A 児童・ 生徒に関わる危機」 における 「①学校事
故3.34」, 「④問題行動3.33」 が相対的に高い結果なった。 
逆に, 「C 学校全体に関わる危機」 における 「③対外
2.56」, 「④メディ ア2.50」 は相対的に低い結果となった。 
他方, 表 5 に示すとおり, 「研修の必要性」 については, 
「A 児童 ・ 生徒に関わる危機」 における 「④問題行動
4.66」, 「B 教職員に関わる危機」 における 「①服務4.49」, 
「C 学校全体に関わる危機」 における 「①災害対応4.38」
が相対的に高い結果となった。
「A 児童 ・ 生徒に関わる危機」 における 「④問題行
動」 や 「①学校事故」 などについては, 「危機管理に対
する自信」 と 「研修の必要性」 の両方が共通して相対的




ていると考えられる。 したがって, 「④問題行動」 や
「①学校事故」 などの個別 ・ 具体的な事例を多く盛り込
んだ組織対応の在り方に関する管理職研修の実施が重要
であるといえる。
「B 教職員に関わる危機」 においては, 「危機管理に
対する自信」 は高く ないのに対し, 「研修の必要性」 は
比較的高い結果となった。 いずれの項目も危機経験率は
高く ないものの, 発生時の影響の大きさとともに, 管理
職として取り組むべき役割の重要性を意識した回答傾向
であると認識できる。
「C 学校全体に関わる危機」 においては, いずれの
項目も共通して 「危機管理に対する自信」 が低いのに対
し, 「研修の必要性」 が相対的に高い結果となった。 危
機経験の乏しさと損害規模の大きさや危機レベルの高さ
當 山 清 実 小 川 雄 太
表 4 危機管理に対する自信 (複数校種勤務者を除く) 




























































全体 3. 34 
※ 5 件法による平均値
3. 17 3. 07 3. 33 2. 80 3. 12 3. 01 2. 94 2. 87 2. 56 2. 50 
表 5 研修の必要性 (複数校種勤務者を除く) 




























































全体 4. 48 4. 41 4. 47 4. 66 4. 18 4. 49 4. 37 4. 38 4. 28 4. 35 4. 34 
※ 5 件法による平均値
に対する意識が, 「研修の必要性」 と して反映された結
果であると考えられる。
以上の結果を踏まえると, 「A 児童 ・ 生徒に関わる危
機」 の 「④問題行動」 については, 危機経験率と研修ニー
ズの双方が高いという点において, 優先的に研修を実施
していく必要があると考えられる。 他方, 「B 教職員に
関わる危機」 の 「①服務」 及び 「C 学校全体に関わる
危機」 の 「①災害対応」 については, 「危機管理に対す
















結果となった。 ただし, 「A 児童 ・ 生徒に関わる危機」







結果であるといえよう。 他方, 「研修の必要性」 は相対
的に高く, とりわけ 「C 学校全体に関わる危機」 の
「①災害対応4.54」 の研修ニーズが相対的に高い結果と








れて, 危機管理の重要性が叫ばれるよう になっている。 
2018年 3 月には, 新たに 「現代的な諸課題」 をも取り上
げた上で 『学校の危機管理マニュアル作成の手引』'7) が
大幅に改訂された。














また, 実際の研修は, 時間 ・ 予算をはじめ様々な制約














第 1 に, 学校における危機について, 「A 児童 ・ 生徒





「B 教職員に関わる危機」 については, 影響の範囲が広
範に及ぶ点を考慮した対策が求められる。 さらに, 「C 
学校全体に関わる危機」 については, 特に管理職に必要
な危機管理能力として捉えることが求められる。
第 2 に, 校種別には, 小学校では, 「A 児童 ・ 生徒に
関わる危機」 における 「①学校事故」 の 「学習活動」, 
「④問題行動」 の 「いじめ」 など学校内の日常で発生す
る危機経験率が高く, 危機管理の対象として優先度が高
いと考えられる。 中学校では, 「A 児童・ 生徒に関わる
危機」 における 「④問題行動」 に関する危機経験率が高
く, 生徒指導に関する組織的対応といった危機管理の優
先度が高いと考えられる。 高校では, 「A 児童 ・ 生徒に
関わる危機」 における 「部活動」 や 「交通」 に関する危
機経験率が高く, 当該項目に関する危機管理の優先度が
高いと考えられる。
第 3 に, 危機経験率の相対的に高い 「A 児童・ 生徒
に関わる危機」 について, 「危機管理に対する自信」 と
「研修の必要性」 が共通して高い傾向が確認できた。 他
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方, 「B 教職員に関わる危機」 及び 「C 学校全体に関わ
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